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いじめ重大事態調査に関する国の指針等の改定に向けた 

論点整理資料① 

～重大事態調査のあり方について～ 
 

（１）ガイドライン等の概要について 

 ○ 基本方針では、重大事態調査は、当該重大事態への対処及び再発防止策

の検討を行う目的で実施するものとしている。また、この調査は、民事・

刑事上の責任追及やその他の争訟等への対応を直接の目的とするもので

ないと明示している。 

 ○ また、その調査内容は、 「重大事態に至る要因となったいじめ行為が、い

つ（いつ頃から）、誰から行われ、どのような態様であったか、いじめを生

んだ背景事情や児童生徒の人間関係にどのような問題があったか、学校・

教職員がどのように対応したかなどの事実関係を、可能な限り網羅的に明

確にすること」と示している。 

 ○ ガイドラインでは、学校の設置者及び学校の基本的な姿勢として、 

・いじめを受けた児童生徒やその保護者のいじめの事実関係を明らかにし

たい、何があったのかを知りたいという切実な思いを理解し、対応に当

たること 

・自らの対応にたとえ不都合なことがあったとしても、全てを明らかにし

て自らの対応を真摯に見つめ直し、被害児童生徒・保護者に対して調査

の結果について適切に説明を行うこと 

等を求めている。 

○ 重大事態として調査を行うかどうかの判断は、学校の設置者又は学校が

行うものであり、いじめによる重大な被害が生じた （不登校に至った）疑

いがある段階で重大事態として取り扱い、調査を開始しなければならない。 

○ また、児童生徒及び保護者から「いじめにより重大な被害が生じた」と

いう申立てがあったときは、学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重

大事態とはいえない」と考えたとしても、児童生徒又は保護者からの申立

ては、学校が把握していない極めて重要な情報である可能性があることか

ら、重大事態が発生したものとして報告・調査等に当たるよう示している。 

 

（２）検討すべき論点について  

 （ガイドライン等の整理統合） 

○   「不登校重大事態に係る調査の指針」について、「いじめ重大事態の調

査に関するガイドライン」と内容が重複する部分があるため、不登校重大

事態に係る内容を盛り込みつつ、 「いじめ重大事態の調査に関するガイド

ライン」に整理統合してはどうか。 

参考資料２-１ 
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（学校設置者及び学校の基本的姿勢） 

○  円滑な重大事態調査の実施に当たっては、調査主体となる学校設置者

又は学校、調査委員、関係する児童生徒の保護者が重大事態調査の目的や

進め方についてコンセンサスを得ながら取り組むことが重要であるが、

ガイドライン等の学校設置者及び学校の基本的姿勢についてどのような

記載の充実、変更が考えられるか。 

 

○  学校主体調査の場合、重大事態調査の実施と並行して、被害児童生徒へ

のケアや支援、いじめの解消に向けた取組を行う必要があるところ、どの

ような記載を盛り込むことが考えられるか。 

 

 （重大事態の考え方） 

○  １号事案の「生命、心身又は財産に重大な被害」については、学校設置

者又は学校の判断の参考となるよう基本方針やガイドラインにおいて、

事案の例示を示しているが、事案の追加や考え方の追記等が考えられる

か。 

 

○   「児童生徒及び保護者から『いじめにより重大な被害が生じた』という

申立てがあったときは、重大事態が発生したものとして報告・調査等に当

たる」との記載についてどのような整理を行うか（法第 23条第２項に基

づくいじめの疑いがある場合の調査との関係など何らかの整理が必要で

はないか。）。 
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＜いじめ重大事態調査に関するガイドライン等の記載＞ 
 
＜いじめ防止対策推進法＞ 

（学校の設置者又はその設置する学校による対処） 

第２８条 学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、その事態（以下「重大事態」

という。）に対処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に資するため、速やかに、当該学

校の設置者又はその設置する学校の下に組織を設け、質問票の使用その他の適切な方法により当該

重大事態に係る事実関係を明確にするための調査を行うものとする。 

一  いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあ

ると認めるとき。 

二  いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされて

いる疑いがあると認めるとき。 

２ （略） 

３ 第１項の規定により学校が調査を行う場合においては、当該学校の設置者は、 同項の規定による

調査及び前項の規定による情報の提供について必要な指導及び支援を行うものとする。 

 
＜いじめの防止等のための基本的な方針＞ 

４ 重大事態への対処 

（１）学校の設置者又は学校による調査 

ⅰ）重大事態の発生と調査 

① 重大事態の意味について 

「いじめにより」とは、各号に規定する児童生徒の状況に至る要因が当該児童生徒に対して行

われるいじめにあることを意味する。また、法第１号の「生命、心身又は財産に重大な被害」に

ついては、いじめを受ける児童生徒の状況に着目して判断する。例えば、 

○ 児童生徒が自殺を企図した場合 

○ 身体に重大な傷害を負った場合 

○ 金品等に重大な被害を被った場合 

○ 精神性の疾患を発症した場合 

などのケースが想定される。 

法第２号の「相当の期間」については、不登校の定義を踏まえ、年間３０日を目安とする。た

だし、児童生徒が一定期間、連続して欠席しているような場合には、上記目安にかかわらず、学

校の設置者又は学校の判断により、迅速に調査に着手することが必要である。 

また、児童生徒や保護者から、いじめにより重大な被害が生じたという申立てがあったときは、

その時点で学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重大事態とはいえない」と考えたとして

も、重大事態が発生したものとして報告・調査等に当たる。児童生徒又は保護者からの申立ては、

学校が把握していない極めて重要な情報である可能性があることから、調査をしないまま、いじ

めの重大事態ではないと断言できないことに留意する。 

 

  ③ 調査の趣旨及び調査主体について 

法第２８条の調査は、重大事態に対処するとともに、同種の事態の発生の防止に資するため

に行うものである。（以下、略） 

 

⑤ 事実関係を明確にするための調査の実施 

「事実関係を明確にする」とは、重大事態に至る要因となったいじめ行為が、いつ（いつ頃か

ら）、誰から行われ、どのような態様であったか、いじめを生んだ背景事情や児童生徒の人間関

係にどのような問題があったか、学校・教職員がどのように対応したかなどの事実関係を、可能

な限り網羅的に明確にすることである。この際、因果関係の特定を急ぐべきではなく、客観的な

事実関係を速やかに調査すべきである。 

この調査は、民事・刑事上の責任追及やその他の争訟等への対応を直接の目的とするもので
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ないことは言うまでもなく、学校とその設置者が事実に向き合うことで、当該事態への対処や

同種の事態の発生防止を図るものである。 

法第２８条の調査を実りあるものにするためには、学校の設置者・学校自身が、たとえ不都合

なことがあったとしても、事実にしっかりと向き合おうとする姿勢が重要である。学校の設置

者又は学校は、附属機関等に対して積極的に資料を提供するとともに、調査結果を重んじ、主体

的に再発防止に取り組まなければならない。 

 
＜いじめ重大事態の調査に関するガイドライン＞ 

 

第１ 学校の設置者及び学校の基本的姿勢 

 

（基本的姿勢） 

○ 学校の設置者及び学校は、いじめを受けた児童生徒やその保護者（以下「被害児童生徒・保護者」

という。）のいじめの事実関係を明らかにしたい、何があったのかを知りたいという切実な思いを理

解し、対応に当たること。 

○ 学校の設置者及び学校として、自らの対応にたとえ不都合なことがあったとしても、全てを明ら

かにして自らの対応を真摯に見つめ直し、被害児童生徒・保護者に対して調査の結果について適切

に説明を行うこと。 

○ 重大事態の調査は、民事・刑事上の責任追及やその他の争訟等への対応を直接の目的とするもの

ではなく、いじめの事実の全容解明、当該いじめの事案への対処及び同種の事案の再発防止が目的

であることを認識すること。学校の設置者及び学校として、調査により膿を出し切り、いじめの防止

等の体制を見直す姿勢をもつことが、今後の再発防止に向けた第一歩となる。 

○ 学校の設置者及び学校は、詳細な調査を行わなければ、事案の全容は分からないということを第

一に認識し、軽々に「いじめはなかった」、「学校に責任はない」という判断をしないこと。状況を把

握できていない中で断片的な情報を発信すると、それが一人歩きしてしまうことに注意すること。

また、被害者である児童生徒やその家庭に問題があったと発言するなど、被害児童生徒・保護者の心

情を害することは厳に慎むこと。 

○ 特に、自殺事案の場合、学校外のことで児童生徒が悩みを抱えていたと考えられるとしても、自殺

に至るまでに学校が気付き、救うことができた可能性がある。したがって、いじめが背景にあるか否

かにかかわらず、学校の設置者及び学校として、適切に事実関係を調査し、再発防止策を講ずる責任

を有しているということを認識すること。 

○ 被害児童生徒・保護者が詳細な調査や事案の公表を望まない場合であっても、学校の設置者及び

学校が、可能な限り自らの対応を振り返り、検証することは必要となる。それが再発防止につなが

り、又は新たな事実が明らかになる可能性もある。このため、決して、被害児童生徒・保護者が望ま

ないことを理由として、自らの対応を検証することを怠ってはならない。重大事態の調査は、被害児

童生徒・保護者が希望する場合は、調査の実施自体や調査結果を外部に対して明らかにしないまま

行うことも可能であり、学校の設置者及び学校は、被害児童生徒・保護者の意向を的確に把握し、調

査方法を工夫しながら調査を進めること。決して、安易に、重大事態として取り扱わないことを選択

するようなことがあってはならない。 

○ 以上のことを踏まえた上で、学校の設置者又は学校は、被害児童生徒・保護者に対して自発的・主

体的に、詳細な調査の実施を提案すること。 

 

（自殺事案における遺族に対する接し方） 

○ 自殺事案の場合、子供を亡くしたという心情から、学校の設置者又は学校が遺族に対する調査の

説明を進める際に、時間を要する場合があるが、そのような状況は当然起こり得ることであり、御遺

族の心情を理解して丁寧に対応すること。学校の設置者及び学校は、必要な時間をとりながら丁寧

に説明を尽くし、根気よく信頼関係の構築に努め、被害児童生徒・保護者に寄り添いながら調査を進

めること。 
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第２ 重大事態を把握する端緒 

（重大事態の定義） 

○ 法第 28条第 1項においては、いじめの重大事態の定義は「いじめにより当該学校に在籍する児童

等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき」（同項第 1号。以下「生命

心身財産重大事態」という。）、「いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席す

ることを余儀なくされている疑いがあると認めるとき」（同項第 2号。以下「不登校重大事態」とい

う。）とされている。改めて、重大事態は、事実関係が確定した段階で重大事態としての対応を開始

するのではなく、「疑い」が生じた段階で調査を開始しなければならないことを認識すること。 

 

（重大事態として早期対応しなかったことにより生じる影響） 

○ 重大事態については、いじめが早期に解決しなかったことにより、被害が深刻化した結果である

ケースが多い。したがって、「疑い」が生じてもなお、学校が速やかに対応しなければ、いじめの行

為がより一層エスカレートし、被害が更に深刻化する可能性がある。最悪の場合、取り返しのつかな

い事態に発展することも想定されるため、学校の設置者及び学校は、重大事態への対応の重要性を

改めて認識すること。 

 

（重大事態の範囲） 

○ 重大事態の定義（事例） ※重大事態として扱われた事例【別紙】 

 

○ 誤った重大事態の判断を行った事例等 

①明らかにいじめにより心身に重大な被害（骨折、脳震盪という被害）が生じており、生命心身財産

重大事態に該当するにもかかわらず、欠席日数が 30日に満たないため不登校重大事態ではないと

判断し、重大事態の調査を開始しなかった。結果、事態が深刻化し、被害者が長期にわたり不登校

となってしまった。この場合、学校の設置者及び学校は、生命心身財産重大事態として速やかに対

応しなければならなかった。 

②不登校重大事態の定義は、欠席日数が年間 30日であることを目安としている。しかしながら、基

本方針においては「ただし、児童生徒が一定期間、連続して欠席しているような場合には、上記目

安にもかかわらず、学校の設置者又は学校の判断により、迅速に調査に着手することが必要であ

る。」としている。それにもかかわらず、欠席日数が厳密に 30 日に至らないとして重大事態とし

て取り扱わず、対応を開始しない例があった。このような学校の消極的な対応の結果、早期に対処

すれば当該児童生徒の回復が見込めたものが、被害が深刻化して児童生徒の学校への復帰が困難

となってしまった。 

③不登校重大事態は、いじめにより「相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いが

あると認めるとき」と規定されている。高等学校や私立の小中学校等におけるいじめの事案で被

害児童生徒が学校を退学した場合又はいじめの事案で被害児童生徒が転校した場合は、退学・転

校に至るほど精神的に苦痛を受けていたということであるため、生命心身財産重大事態に該当す

ることが十分に考えられ、適切に対応を行う必要がある。この点、児童生徒が欠席していないこと

から、不登校重大事態の定義には該当しないため詳細な調査を行わないなどといった対応がとら

れることのないよう、教育委員会をはじめとする学校の設置者及び都道府県私立学校担当部局は

指導を行うこと。 

 

（重大事態の発生に係る被害児童生徒・保護者からの申立てにより疑いが生じること） 

○ 被害児童生徒や保護者から、「いじめにより重大な被害が生じた」という申立てがあったとき（人

間関係が原因で心身の異常や変化を訴える申立て等の「いじめ」という言葉を使わない場合を含む。）

は、その時点で学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重大事態とはいえない」と考えたとして

も、重大事態が発生したものとして報告・調査等に当たること。児童生徒や保護者からの申立ては、

学校が知り得ない極めて重要な情報である可能性があることから、調査をしないまま、いじめの重

大事態ではないとは断言できないことに留意する。 
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（不幸にして自殺が起きてしまったときの初動対応） 

○ 学校の設置者及び学校は、「子供の自殺が起きたときの緊急対応の手引き」（平成 22 年 3 月 文部

科学省）及び「教師が知っておきたい子どもの自殺予防」（平成 21年 3月 文部科学省）第 5章や、

各地方公共団体において作成しているマニュアル等を参照し、組織体制を整備して対応すること。 

 
＜不登校重大事態に係る調査の指針＞ 

 

第１ 調査の目的 

本指針は「いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間 1 学校を欠席することを余儀なく

されている疑いがあると認める」（いじめ防止対策推進法（以下「法」という。）第２８条第１項第２

号）事態（以下「不登校重大事態」という。）に係る調査（具体的には、当該重大事態に係る事実関係

を明確にするための調査）の指針である。法第２８条第１項の規定による調査は、条文上「重大事態に

対処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に資するため」に実施するものとされているが、

不登校重大事態に係る同項の規定による調査（以下単に「調査」という。）の目的は、具体的には、不

登校に至った事実関係を整理することで、いじめにより不登校に至った疑いがある児童生徒（以下「対

象児童生徒」という。）が欠席を余儀なくされている状況を解消し、対象児童生徒の学校復帰の支援に

つなげることと、今後の再発防止に活かすことである。 

そのため、具体的には「重大事態に至る要因となったいじめ行為が、いつ（いつ頃から）、誰から行

われ、どのような態様であったか、いじめを生んだ背景事情や児童生徒の人間関係にどのような問題

があったか、学校・教職員がどのように対応したかなどの事実関係を、可能な限り網羅的に明確にす

る」ための調査を行うこととなるが、「因果関係の特定を急ぐべきではなく、客観的な事実関係を速や

かに調査すべき」（基本方針）である。そして、調査は民事・刑事上の責任追及やその他の争訟等への

対応を直接の目的とするものでないことは言うまでもなく、学校及び設置者は、たとえ自らに不都合

なことがあったとしても、事実にしっかりと向き合おうとする姿勢が何よりも重要である。 

なお、学校において、いじめの事実の有無の確認のための措置を講じた結果、重大事態であると判断

した場合も想定されるが、それのみでは重大事態の全貌の事実関係が明確にされたとは限らず、未だ

その一部が解明されたにすぎない場合もあり得ることから、調査資料の再分析や、必要に応じて新た

な調査を行う必要がある。ただし、第 23条第 2 項による措置にて事実関係の全貌が十分に明確にさ

れたと判断できる場合は、この限りでない（基本方針）。 

 

第２ 不登校重大事態に該当するか否かの判断 

１ 判断主体 

調査は、「学校の設置者又はその設置する学校」が、重大事態に該当すると「認める」ときに行うも

のとされている（法第２８条第１項）。 

したがって、重大事態に該当するか否かを判断するのは、学校の設置者（以下単に「設置者」とい

う。）又は学校である。 

不登校重大事態に該当するか否かの判断に当たっては、不登校重大事態とされるべき事案が確実に

不登校重大事態として取り扱われるよう、学校は、欠席期間が３０日（目安）に到達する前から設置者

に報告・相談し、情報共有を図るとともに、重大事態に該当するか否かの判断を学校が行う場合は、よ

く設置者と協議したりするなど、丁寧に対応することが必要である。 

 

２ 基準時 

不登校重大事態に該当するか否かの判断は、法的には「児童等が相当の期間学校を欠席」した時点で

行うものとされている。しかし、不登校重大事態の場合は、欠席の継続により重大事態に至ることを早

期の段階で予測できる場合も多いと思われることから、重大事態に至るよりも相当前の段階から設置

者に報告・相談するとともに、踏み込んだ準備作業（既に実施した定期的なアンケート調査の確認、い

じめの事実確認のための関係児童生徒からの聴取の確認、指導記録の記載内容の確認など）を行う必

要がある。 

また、調査を通じて、事後的に、いじめがあったとの事実が確認されなかった場合や、いじめはあっ

たものの相当の期間の欠席（３０日（目安））との因果関係は認められないとの判断に至った場合も、
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そのことにより遡及的に不登校重大事態に該当しないこととなるわけではない。 

 

３「認める」の意味 

ここにいう「認める」とは「考える」ないし「判断する」の意であり、「確認する」「肯認する」とい

った意味ではない。よって、学校又は設置者が、いじめがあったと確認したりいじめと重大被害の間の

因果関係を肯定したりしていなくとも、学校又は設置者が重大事態として捉える場合があり、調査し

た結果いじめが確認されなかったり、いじめにより重大被害が発生した訳ではないという結論に至る

こともあり得る。 

 


